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光ファイバ基盤の拡大状況

➢ これまでNTT東西は、累計5.3兆円の光アクセス設備投資を実施。国・自治体から補助金等の支援をいただき、
光アクセスサービス提供エリアを拡大（当社エリアカバー率：97％）

➢ その結果、我が国のFTTHの世帯カバー率は99.8％※1、FTTHの世帯普及率も63.7％※2に拡大

※1 総務省 「ブロードバンド基盤整備率調査」 (令和5年3月末時点)
※2 総務省 近畿総合通信局  「固定系ブロードバンドサービスの普及状況」（FTTH）（令和5年3月末時点）
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高度無線環境整備
補助事業
（民設光ファイバ中心）

平成18年度以降
ブロードバンド基盤整備に
係る各種補助事業
（公設光ファイバ中心）
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事業者による光提供エリア拡大の課題

➢ 光ファイバの敷設には、電柱等の線路基盤設備を要し、地理的条件・気象条件等によっては整備・保守に困難さ
を伴うケースも存在

➢ 居住地域においても、山間部・島嶼部等では多額の初期投資や維持管理費用を要する一方、需要が疎であれば、
利用者料金のみでは採算が見込めないため、非居住地域への更なる面的投資は事業者のみでは困難

電柱

メタルケーブル

ルーラルエリアでの設備保守

（積雪が200cm以上となる豪雪エリアの例）
ケーブル敷設ルートが冬季の間通行止めとなるため、
故障が発生した場合は、かんじきを履いた社員が
徒歩で30分以上かけて現地へ赴き修理を実施

日本の可住地面積

（出典）国土交通省資料「国土の脆弱性」より抜粋 （https://www.mlit.go.jp/common/000997376.pdf）

https://www.mlit.go.jp/common/000997376.pdf


光未提供エリアにおける無線の利用
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➢ ローカル５Ｇは比較的高価格かつ対応端末が現状少ない一方、安定的な高速通信が可能で、カスタマイズ性も
高い。Wi-Fiはカバーエリアは狭い一方、低コストかつ対応端末も豊富。LPWAは速度は低いものの、低コスト・
低消費電力で構築可能。地域や利用シーン・ニーズに合わせて、最適な基盤を選択いただくことが必要

パブリック５Ｇ

Wi-Fi

キャリア仕様に
準拠

企業
個人

個人

個人

企業
免許不要で

低コストに設置可能

電波
干渉

豊富な端末

装置種類多
低価格

敷地

DL優先

NW構築
・庁内用
・ゲスト用
・監視用

高いカスタマイズ性

【５G 共通】
広域のエリアカバレッジ

免許制・自社専用のため
安定的な大容量通信

【５G 共通】
超低遅延の担保

まだ装置種類少
高価格
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カスタマイズ可能

敷地

ローカル５G

５G

自動運転 など
（交通課題解決）

免許不要
（高出力の場合は免許要）

装置種類多
中価格

数km程度の
エリアをカバー

【LPWA共通】
センサー等に特化し低速

セルラー系

（LTE-M等）

非セルラー系
（LoRaWAN等）

LPWA（LowPower WideArea）

敷地

キャリア仕様に
準拠

企業
個人

個人

個人

企業

河川・水位
監視

エリア

通信方式
と端末

注目される用途 遠隔
検針

数十ｍ 程度の
エリアをカバー
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https://4.bp.blogspot.com/-cC8ybC_4nUg/VGX8pO9cLhI/AAAAAAAApKQ/ZToS-DsItD4/s800/smartphone.png


ローカル5Gの事例

➢ 国際コンテナ戦略港湾であり、2025年大阪・関西万博予定でもある大阪港の夢洲で
実証を実施

➢ ローカル５Gを活用した「車両来場時間の平準化」「コンテナダメージチェックの遠隔化・
デジタル化」「コンテナのヤードプランニングデータのリアルタイム送信」「将来的な
クレーン等の遠隔操作」等に関する実証を実施

将来的なクレーンの遠隔操作

ＰＬＣ
4Ｋカメラ

•遠隔操作シミュレーションによる      
コンテナ積み下ろしにおける安全確認

タブレット

ローカル５G
プランニングデータのリアルタイム送信

•コンテナの蔵置場所等のデータを
リアルタイムに一斉送信

コンテナ積み下ろし

車両来場時間の平準化

4Kカメラ
システム個々で採用していた通信手段を

ローカル5Gにて一元化
✓ 港湾システムデータ
（コンテナ蔵置データ ・温度管理データ等）

✓ 映像データ（スマートグラス/遠隔支援）
✓ 音声通信

•カメラでトレーラーのナンバーを取得
•データ分析による混雑状況、待機
時間の予測、視える化を行い
来場時間を平準化

コンテナダメージチェックの遠隔化・デジタル化

•スマートグラスを用いた有スキル者
による遠隔からのダメージチェック
•ダメージ画像の蓄積（ＡＩ活用や若手
への技術継承）
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コンソーシアム
メンバー7者の
主な役割

NTT西日本・
NTTビジネスソリューションズ

夢洲コンテナターミナル
株式会社様

三菱ロジスネクスト
株式会社様

⚫ 実証フィールドの提供
⚫ 実装・自走の検討、評価 等

⚫ プロジェクト管理
⚫ ローカル５G通信環境の構築、
ソリューションノウハウの提供

＊ＮＴＴ西日本「令和３年度 課題解決型ローカル 5G 等の実現に向けた開発実証（港湾・コンテナターミナル業務の遠隔操作等による業務効率化・生産性向上の実現）成果報告書」ならびに
「令和4年度 課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証（ローカル5Gを活用したコンテナプランニングデータのリアルタイム伝送等による港湾・コンテナターミナルのDXの推進）成果報告書」より引用

⚫ 実証の実施
⚫ 港湾業務システムの
課題抽出・知見提供

阪神国際港湾
株式会社様

⚫ 実証フィールドの提供
⚫ 港湾ＤＸ化に向けた各種
政策検討

大阪港湾局様

⚫ ローカル5G関連装置の
調達・設計・設定・運用

京セラコミュニケーション
システム株式会社様

⚫ ローカル5G関連装置の
調達・設計・設定・運用



LPWAの事例
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➢ LPWAは通信速度は遅い一方で、長距離通信が可能で電力消費が少ないことが特徴（電力線がなくとも、電池
で数年間の起動が可能）。そのため、リアルタイム性を求めず定期的なデータ送信を行うセンシング（IoT）に
適する

➢ 例えば、水田の水位・水温を把握することで、現地への移動や滞在を不要とすることが可能となり、人口減少へ
の対策としても寄与
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光ファイバ基盤の活用と課題（GIGAスクール）

➢ 活用現場において、一斉ログイン・同時視聴等により、インターネット接続やアプリ動作が遅くなる課題も存在

➢ 原因としては、回線の品質（帯域）や機器の性能等、ネットワーク上の様々な要因が複合

（出典）文部科学省「GIGAスクール構想の実現に向けた校内通信ネットワーク環境等の状況について」（https://www.mext.go.jp/content/20210827-mxt_jogai01-000017383_10.pdf）
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光ファイバ基盤の活用と課題（GIGAスクール）

➢ 当社では、様々な調査メニューにより現状把握を行った上で、改善策や将来のトラフィック増加を見据えた増強
計画を提案（回線増強、アクセスポイント増設 等）
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Wi-Fiの利活用について

➢ Wi-Fiの利活用にあたっては、アンテナ数が多ければよいとは限らず、かえって電波干渉により速度が低下する
ケースがあるため、最適なアンテナ数や配置を実現するためには、電波調査をもとに設計することが重要
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エンド・ツー・エンドで光ファイバが敷設できない事例

➢ エンド・ツー・エンドでの光ファイバ敷設が行えないケースとして、集合住宅における建物構内等が存在

➢ 既存の建物においては、メタルケーブルが配線された際の工法により、通線ルートの一部に配管が存在しない、
配管内に新たな光ファイバを通せない等のケースがあり、通信事業者のみでは解決が困難な課題となっている

配管

縦系シャフト（フロア間）

NG理由
硬質耐火材により
フロア間通線不可
（新規通線には破砕が必要）

配管出口が木板の裏
（配管出口での通線作業が困難）

IDF配管無し
（フロア内の配線盤から各戸への

配線ルートが無い）

天井裏に配管無し
（フロア内の配線盤から各戸への

配線ルートが無い）

解消方法
軟質耐火材へ加工
することにより通線

木板の加工 IDF穴あけ加工 配管/点検口の新設

IDF（フロア内配線盤） 横系(廊下天井)

IDF天井穴あけ
（配管用）

建物構内で新たな光ファイバ敷設ができないケース

IDF（フロア内配線盤）
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建物内（集合住宅等）における光ファイバ化

壁面設置型
スプリッタ
モジュール

粘着型
壁面クリート

金物類

➢ 建物内の配管・通線が困難な場合、壁面への配管設置等により光ファイバ敷設を可能とする工法も存在するが、
適用できるケースは限られており、仮に適用可能な場合も当該工法は外観にも影響を与え、物件オーナー様や
マンション管理組合様による承諾や費用負担も必要

➢ 今後建設される物件においては、建設時点で将来的な光ファイバ敷設を想定した配管等が準備される必要

➢ 物件オーナー・デベロッパ等による理解促進を図るとともに、補助事業等による整備費用の支援が有効と想定

各戸への光ファイバ導入のための解決策（建物壁面への配管設置等）
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インフラ設備の老朽化と民民連携

➢ 社会インフラ設備は長期にわたり運用され、敷設から時間が経過した設備は老朽化

➢ 通信のみならず、地域の社会インフラは、老朽化・人手不足・財政不足等の共通の課題を抱える

NTT東日本・西日本

運用BPO

設備老朽化人口減少 財政不足人手不足

道路・橋 電力水道 ガス 鉄塔

設備アセット
（7,200ビル、電柱1,200万本、

光ファイバ130万km）

地域密着人材
（グループ連結 １２万人）

最先端技術
（3Dデータ、AI解析、
ロボティクス、ドローン）

設備
シェアリング

wireless

エッジ
コンピューティング

Gov-Cloud
ネットワーク

光
ネットワーク

最高品質のネットワークと

それを支えるエンジニアリング力

効率的かつ高品質なエンジニアリング力で

課題を抱える地域のインフラを下支え
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インフラ設備の老朽化と民民連携

NTT東日本 報道発表資料「インフラ事業における「持続安定化」や「地域価値の向上」に資する取り組みの推進を目的とした連携協定の締結」（2022年11月18日）
（https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/pdf/20221118_01_01.pdf）

➢ インフラ設備の保守については、通信事業者間・インフラ事業者間での情報連携・相互支援（人材・資材・機材）と
いった災害時・平時の取り組みも実施

事業者間連携の例 （東京ガスネットワーク様 × 東京電力パワーグリッド様 × NTT東日本）
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公設光ファイバの民設移行

➢ ブロードバンド基盤整備の中で、自治体資産として設置された光ファイバも、多くで構築から10年以上を経過

➢ 自治体にとっては、設備管理に係る費用負担や人材の確保等が課題と認識

➢ 当社としては、今後も、自治体から要望があり、ブロードバンドユニバ制度を活用して採算が確保できる場合は、
当社が構築した光ファイバを譲り受けていく考え（現時点での譲受実績は東西で31自治体）

自治体 通信事業者

光ファイバ・
電柱等

光ファイバ・
電柱等

民設移行（資産譲渡）

• 費用の負担
- 災害等により設備が損壊した場合の復旧費用

- 道路工事等に伴う電柱・光ファイバの移設費用 等

• 人材の確保
- 資産管理（復旧・移設工事手配、道路占有・添架手続き、契約更新 等）

に従事する人材の不足

課題
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利用用途ごとの共同利用の在り方（SINETの例）

➢ インフラ設備の運用・保守等に係る負担の在り方を考えるうえでは、利用用途ごとの共同利用の仕組みも有効

➢ 今後、特定のニーズ・利用シーンや業種・業態ごとに、共通のネットワークや基盤を整備することで、比較的安価
にデジタル基盤をご利用いただける環境が実現できると想定

➢ 当社も、そうしたネットワークの整備や保守等について、協力させていただく考え

（国立情報学研究所様が提供している学術情報ネットワークSINETの例）

✓ 日本全国の大学や研究機関が参画可能な一大ネットワークとして整備

（出典）国立情報学研究所HP（https://www.sinet.ad.jp/aboutsinet）
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「デジタル基盤」の在り方について（山形県長井市様の例）

➢ 山形県長井市様においては、地場企業様と連携し様々な分野でスマートシティ化

➢ 利用シーンに応じて固定・無線の最適なNWを活用し、住民の皆様の便利な生活を支えつつ、各種データ収集・
分析を通じたEBPM（エビデンスに基づく政策立案）の促進により更なる利便性向上を推進

➢ 例えば、バスの乗降データや地図データ等に基づき、便利かつ効率的なダイヤ設計を実現
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IOWNとは何か
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➢光電融合技術と光通信技術の開発により実現する
次世代の通信・コンピューティング融合インフラ

➢「大容量性」、「低遅延性」、「低電力消費性」を
既存インフラに対する大きな優位性とする

Innovative Optical and Wireless Network
（IOWN:アイオン） 構想



IOWNのフレームワーク
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以下３つの主要分野＋光電融合技術によるスマートな社会を実現
① オールフォトニクス・ネットワーク（APN） ：ネットワークから端末までエンド-エンドでの光技術の導入
② デジタル・ツイン・コンピューティング（DTC） ：現実世界とデジタル世界のかけ合わせでの未来予測・最適化
③ コグニティブ・ファウンデーション（CF） ：あらゆるものをつなぎその制御を実現

出典：https://group.ntt/jp/group/projects/iown.html



IOWN構想
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➢ IOWNでは、伝送容量を125倍に、電力効率を100倍に、遅延を200分の1に向上

⚫ 伝送容量 ：動画は高画質となり、ダウンロード・アップロードを瞬時に
⚫ 電力効率 ：スマートフォンなどは一度の充電で長時間利用可能に
⚫ 遅延 ：リモートでの会話や操作においてタイムラグなしに

➢ 今後2032年度を目標に、端末やその中のチップに至るまでの光化を計画。これにより、利用者（端末）～利用
者（端末）間がすべて光信号でつながる見込み

光電融合デバイスの展開



IOWNユースケース① －遠隔医療－
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➢ 遠隔医療については、従来からのオンライン診断等の取り組みに加えて、実際の手術工程を遠隔操作で行う
実証実験をNTT東日本やNTTにて協力パートナーとともに実施

➢ 微細な作業を実施できる医療ロボットと連携し、IOWNの特性である低遅延性を生かすことで、遠隔でのリアル
タイムな手術を実現し、医師の移動が困難な地域での緊急手術等へ対応することを想定

＜構成イメージ＞ ＜手術拠点の様子＞

参考：遠隔手術を支えるロボット操作・同一環境共有をIOWN APNで実証開始～100km以上離れた拠点間を同一手術室のようにする環境を実現～ | ニュースリリース | NTT 
(https://group.ntt/jp/newsrelease/2022/11/15/221115a.html)



IOWNユースケース② －建設機械の遠隔操作－
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➢ 建設機械を遠隔で操作し、さらに作業現場の状況を画像・映像で把握する実証実験をNTTにて協力パートナー
とともに実施

➢ オペレーターの移動時間の削減といった業務効率化や、現場で人が行っていた危険な作業の削減による安全性
の向上などに対応

＜コックピットの様子（R&Dフォーラム２０２３）＞ ＜設備構成イメージ＞

参考：IOWN APNによる建設機械の遠隔操作・現場環境の把握により建設作業の作業環境と安全性の向上を実証 | ニュースリリース | NTT 
(https://group.ntt/jp/newsrelease/2023/11/09/231109b.html)
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まとめ

1. 非居住地域を中心とした利用環境整備の在り方

✓ 通信の活用シーンは増加しているが、事業者のみでは非効率エリアへの光の面的拡大は限界

✓ 利用用途に応じた最適な無線サービスを選択することにより、効率的なカバレッジが可能

2. 利用者端末を含むエンド・ツー・エンドの利用環境整備の方向性

✓ 利用者端末も含めた使われ方に着目し、最適なネットワーク・機器等を選択・構築する必要

✓ 光ファイバ基盤の敷設における建物内配線等の残課題には、デベロッパ等も含めた理解促進と
国による補助事業等により、支援を行っていくことも有効と想定

3. デジタル基盤を含む利用環境の維持・更改の方向性

✓ インフラ設備の老朽化・運用する人手の不足・財政難といった共通の課題を抱える中、担い手を
支援する環境整備を行うことも必要

✓ 運用・保守等に係る負担の在り方を考えるうえでは、利用用途ごとの共同利用の仕組みも有効
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ご清聴ありがとうございました
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